
   

 

○工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の 

公表について 

 

平成13年3月30日 国官会第1429号、国官地第26号 

最終改正 令和7年6月12日 国官会第3994号、国官技第101号、 

国営計第38号 

大臣官房長から各地方整備局長あて 

 

 

国土交通省の発注に係る受注業者選定過程の透明性を高める観点から、従前より「入札結

果等の公表について」（平成１０年３月２７日、建設省会発第１７２号、建設省厚契発第２

１号）及び「公共工事に係る入札結果等の公表について」（平成６年６月２２日付け港管第

１３６８号）に従い、入札結果等の公表を実施してきたところであるが、先般、「公共工事の

入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成１２年法律第１２７号。以下「法」とい

う。）等が制定されたことに伴い、入札及び契約の過程並びに契約内容の透明性をより一層

向上させる観点から、別紙のとおり公表を行う手続を定めたので、遺憾のなきよう措置され

たい。 

（別 紙） 

１ 定義 

（１）この通達において、「競争参加資格」とは、国土交通省所管会計事務取扱規則（平成１

３年国土交通省訓令第６０号。以下「規則」という。）第３４条第１項の規定により定め

る一般競争に参加する者に必要な資格及び同規則第３６条第１項の規定により定める指

名競争に参加する者に必要な資格をいう。 

（２）この通達において、「有資格業者名簿」とは、「工事請負業者選定事務処理要領」（昭

和４１年１２月２３日建設省厚第７６号。以下「選定要領」という。）第１０又は「契約

業者取扱要領」（昭和５５年１２月１日付け港管第３７２２号。以下「取扱要領」とい

う。）第１０条に規定する名簿をいう。 

（３）この通達において、「審議の概要」とは、「入札監視委員会の設置及び運営について」

（平成１３年３月３０日付け国官地第１４３１号、国官会第２７号。以下「入札監視委

員会通達」という。）第４に規定する議事概要をいう。 

（４）この通達において、「指名停止措置」とは、「地方支分部局所掌の工事請負契約に係る

指名停止等の措置要領」（昭和５９年３月２９日付け建設省厚第９１号。第１又は「港

湾建設局所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」（昭和５９年３月３１日港

管第９２７号。）（以下「指名停止措置要領」という。）第１条に規定する指名停止措置

をいう。 

（５）この通達において、「予定価格」とは、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５



   

 

号。以下「予決令」という。）第７９条に規定する書面に記載された価格をいう。 

また、「予定価格（税抜き）」とは、予定価格から消費税及び地方消費税相当額を除い

たものをいう。 

（６）この通達において、「積算内訳」とは、予定価格の算出に用いた工事価格について、工

事区分、工種及び種別ごと（官庁営繕に係る工事にあっては種目、科目及び中科目ごと）

の数量、金額等を明示する資料をいう。 

（７）この通達において、「工事設計書」とは、予定価格の算出に用いた工事価格について、

工事区分、工種、種別及び細別ごとの数量、金額等を明示する資料及びこれに付随する

資料（営繕工事にあっては、予定価格の算出に用いた工事価格について、種目、科目、中

科目及び細目ごとの数量、金額等を明示する資料）をいう。 

（８）この通達において、「一般競争参加資格」とは、規則第３５条の規定により定める一般

競争に参加する者に必要な資格をいう。 

（９）この通達において、「競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料」とは、一般

競争入札に参加する者の競争参加資格を確認するため提出を求める「一般競争入札方式

の手続について」（令和５年１２月２７日付け国会公契第２２号、国官技第２７２号、

国営計第１３０号。以下「一般競争手続通達」という。）記２（１）③又は「一般競争入

札方式の手続について」（令和５年１２月２２日付け国港総第５２１号、国港技第８６

号。以下「一般競争手続通達」という。）記２（１）③に規定する申請書及び資料をい

う。 

（１０）この通達において、「苦情処理回答書面」とは、「工事等における入札・契約の過程

に係る苦情処理の手続について」（平成１３年３月３０日付け国官会第１４３０号、国

官地第２８号。以下「苦情処理通達」という。）記第２の４の回答書及び記第３の７に規

定する書面をいう。 

（１１）この通達において「総合評価落札方式」とは、「総合評価落札方式の実施について」

（平成１２年９月２０日付け建設省厚契発第３０号）に規定する総合評価落札方式をい

う。 

（１２）この通達において調査基準価格とは、「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱

いについて」（平成１６年６月１０日付け国官会第３６７号）２の規定により算出する

調査基準価格をいう。 

（１３）この通達において、「入札調書等」とは、「地方整備局会計事務取扱標準細則」（平

成１４年３月２８日国官会第４１３６号。以下「細則」という。）別記様式第３６に規定

する入札調書又は「公共工事に係る入札結果の公表について」（平成６年６月２２日付

け港管第１３６８号）別紙様式第１に規定する一般競争入札結果調書をいう。 

（１４）この通達において、「技術資料」とは「工事希望型競争入札方式の手続きについて」

（平成１７年１０月７日付け国地契第８２号、国官技第１３８号、国営計第８６号）又

は「工事希望型競争入札方式の手続きについて」（平成１７年１０月７日付け国港総第

２３９号、国港建第１３３号）に規定する技術資料をいう。 

（１５）この通達において、「工事成績評定通知書」とは、「請負工事成績評定要領の制定に



   

 

ついて」（平成１３年３月３０日付け国官技第９２号）、「請負工事成績評定要領の運用

について」（平成１３年３月３０日国官技第９３号）、「営繕工事に係る請負工事成績評

定要領の運用について」（平成１３年３月３０日付け国営技第３２号）及び「請負工事

成績評定要領の改訂について」（平成１３年３月３０日付け国港建第１１０号）に規定

する工事成績評定点を記載した通知書をいう。 

２ 公表の対象 

本通達における公表の対象は、選定要領第１又は取扱要領第１の工事とする。ただし、

国の行為を秘密にする必要があるもの及び予定価格が４００万円を超えないものを除く。 

３ 公表の内容、時期、方法及び期間 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、別表Ⅰ－（１）

に掲げる事項及び別表Ⅰ－（２）、別表Ⅰ－（３）又は別表Ⅰ－（４）に掲げる事項につ

いて、それぞれ当該別表に掲げる時期、方法及び期間において公表するものとする。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、別表Ⅱ－（１）

に掲げる事項及び別表Ⅱ－（２）、別表Ⅱ－（３）又は別表Ⅱ－（４）に掲げる事項につ

いて、それぞれ当該別表に掲げる時期、方法及び期間において公表するものとする。 

 

附 則 

１ 本通達は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ 本通達による措置は、平成１３年４月１日より前において、入札又は随意契約の手続に

着手していた場合における当該入札及びこれに係る契約又は当該随意契約については、従

前の例によるものとする。 

３ 有資格者名簿（様式１－１）及び有資格者索引名簿(様式１－２、１－３)については、

第１項の例にかかわらず、作成次第公表するものとし、それまでの間は、なお従前の例に

従い閲覧用の有資格者名簿を公表するものとする。 

附 則（平成１４年７月１日国官会第７６８号、国地契第２３号） 

１ 本通達は平成１４年７月８日から施行する。 

２ 本通達による措置は、平成１４年７月８日より前において、入札の手続きに着手してい

た場合における当該入札及びこれに係る契約については、従前の例による。 

附 則（平成１７年６月２２日国官会第３００号、国地契第３４号） 

１ 本通達は平成１７年４月１日以降に契約を締結する工事から適用する。 

２ 本通達による改正後の５Ⅰ（２）の第二段落の適用については、当分の間、同段落中「⑥

及び３Ⅰ（４）①は、「入札情報サービス（ＰＰＩ）」を利用してインターネットにより公

表するとともに、閲覧所を設け閲覧に供する方法によるものとする。」とあるのは、「⑥

は、「入札情報サービス（ＰＰＩ）」を利用してインターネットにより公表するとともに、

閲覧所を設け閲覧に供する方法によるものとする。また、３Ⅰ（４）①は、各地方整備局

（事務所等を含む。）のホームページに掲載する方法により公表するとともに、閲覧所を

設け閲覧に供する方法によるものとするとともに、工事の名称、契約者名、契約金額及び

予定価格については、「入札情報サービス（ＰＰＩ）」を利用して、インターネットにより



   

 

公表するものとする。」とする。 

３ 本通達による改正後の５Ⅱ（２）の第二段落の適用については、当分の間、同段落中「⑥

及び３Ⅱ（４）①は、「入札情報サービス（ＰＡＳ）」を利用してインターネットにより公

表するとともに、閲覧所を設け閲覧に供する方法によるものとする。」とあるのは、「⑥

は、「入札情報サービス（ＰＡＳ）」を利用してインターネットにより公表するとともに、

閲覧所を設け閲覧に供する方法によるものとする。また、３Ⅱ（４）①は、各地方整備局

（事務所等を含む。）のホームページに掲載する方法によるとともに、閲覧所を設けて閲

覧に供する方法によるものとするとともに、工事の名称、契約者名、契約金額及び予定価

格については、「入札情報サービス（ＰＡＳ）」を利用して、インターネットにより公表す

るものとする。」とする。 

附 則（平成１８年１０月２３日国官会第９８９号、国地契第６４号） 

１ 本通達は平成１８年１０月２３日から施行する。 

２ 本通達の施行前に指名業者名等の事前公表を行った場合における当該指名競争入札等に

係る情報の公表、苦情処理の手続については、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年９月２８日国官会第９４６号、国地契第３３号） 

本通達は平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則 

（平成３１年３月２７日国官会第２３５３６号、国地契第６３号、国官技第４３１号、国営

計第１６１号） 

この通知は、平成３１年４月１日以降に入札手続を開始する工事から適用する。ただし、

５Ⅰ（２） 及び５Ⅱ（２）中、次に掲げる事項の公表については、入札情報サービスを利

用してインターネットにより公表する場合であって、かつシステム改修などの準備に期間

を要する場合は、平成３２年３月３１日までを限度として、準備が整うまでの間、なお従前

の例による。 

一 ５Ⅰ（２）中、３Ⅰ（２）④、⑤ロ） 及び⑥イ）並びに３Ⅰ（３）③、④ロ）及び⑤

イ）並びに３Ⅰ（４）②ロ） 

二 ５Ⅱ（２）中、３Ⅱ（２）④、⑤ロ） 及び⑥イ）並びに３Ⅱ（３）③、④ロ）及び⑤

イ）並びに３Ⅱ（４）②ロ） 

附 則 

（令和５年１２月２７日国官会第１９１３２号、国官技第２７３号、国営計第１２９号、国

営整第１５５号、国北予第１４号） 

１ 改正後の「工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表に

ついて」（平成１３年３月３０日付け国官会第１４２９号、国官地第２６号。以下「新工

事情報公表通知」という。）別表Ⅰ－（１）及び別表Ⅱ－（１）に掲げる公表方法につい

ては、令和６年３月３１日までは、なお従前の例によることができる。 

２ 新工事情報公表通知別表Ⅰ－（２）⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別表

Ⅰ－（３）④イ）、⑤ロ）からヘ）まで、⑧、⑪及び⑫並びに別表Ⅰ－（４）②イ）、③、

⑤及び⑥並びに別表Ⅱ－（２）⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅱ－（３）



   

 

④イ）、⑤ロ）からヘ）まで、⑧、⑪及び⑫並びに別表Ⅱ－（４）②イ）、③、⑤及び⑥

の規定の適用については、当分の間、新工事情報公表通知別表Ⅰ－（２）⑤イ）、⑥ロ）

からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅰ－⑶④イ）、⑤ロ）からヘ）まで、⑧、⑪及び⑫並

びに別表Ⅰ－（４）②イ）、③、⑤及び⑥中「ホームページ上又は入札情報サービス（Ｐ

ＰＩ）上」とあるのは「ホームページ上」と、新工事情報公表通知別表Ⅱ－（２）⑤イ）、

⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅱ－（３）④イ）、⑤ロ）からヘ）まで、⑧、

⑪及び⑫並びに別表Ⅱ－（４）②イ）、③、⑤及び⑥中「ホームページ上又は入札情報サ

ービス（ＰＡＳ）上」とあるのは「ホームページ上」とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、令和６年３月３１日までに入札公告、落札者決定、契約締結

その他の新工事情報公表通知別表に掲げる公表内容の公表事由が生じた場合における新

工事情報公表通知別表Ⅰ－（２）からⅠ－（４）まで及び別表Ⅱ－（２）からⅡ－（４）

までに掲げる公表方法については、なお従前の例によることができる。 

附 則（令和７年６月１２日国官会第３９９４号、国官技第１０１号、国営計第３８号） 

この通知は、令和７年７月１日以降に請負契約を締結する工事について適用する。 
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様式１－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業 者 コ ー ド

受 付 番 号

建 設 業 許 可

番 号

本 店 所 在 県

順 位

企 業

規 模

法 人 番 号

商 号 又 は

名 称

役 職

代 表 者 名

本 店 所 在 地

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

電 子 入 札 ＩＣ

カード登録番

号

総 合

経営事項評価

技 術 評 価

自地整実績の

有 無

増 減 率

資 本 金

総 職 員 数

建 設 業 総

職 員 数

営 業 年 数

年間平均完成
工 事 高
自 己 資 本 額
前々々年経常
利 益 率
前年経常利益

率

資格者証所持

者 数

暖冷房

又は屋

内比率

（ ％ ）

許 可 業 種

工事の種類

大 臣 知事

特 定 ・ ①③

一 般 ・ ②④

備

考

有　資　格　業　者　名　簿

注　意　事　項

注）　２　　この有資格者名簿における建設業者等の「等級」、「順位」、「総合点数」、「経営事項評価点数」、「技術評価点数」は、国土交通省が一般競争
　　　　　（指名競争）参加資格申請に基づき認定したものであり、当該建設業者等の社会的な評価を示すものではありません。

注）　１　　「総合」、「経営事項評価」、「技術評価」は、それぞれ「総合点数」、「経営事項評価点数」、「技術評価点数」の略称です。

有効年月日：平成１３年４月１日から 〇〇地方整備局　　　　　　　　ア　

商 号 又は 名称
代 表 者 名

一

般

土

木

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装

鋼

橋

上

部

造

園

建

築

電

気

設

備

暖

冷

房

衛

生

設

備

木

造

建

築

セ

メ

ン

ト

・

コ

ン

ク

リ

ー

ト

舗

装

プ

レ

ス

ト

レ

ス

ト

・

コ

ン

ク

リ

ー

ト

法

面

処

理

塗

装

維

持

修

繕

し

ゅ

ん

せ

つ

グ

ラ

ウ

ト

杭

打

さ

く

井

プ

レ

ハ

ブ

建

築

機

械

設

備

通

信

設

備

受

変

電

設

備

橋

梁

補

修

住　　　　　　　所
工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

法　人　番　号

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

等級
順位
総合
経営
技術

注）　１　　「総合」、「経営事項評価」、「技術評価」は、それぞれ「総合点数」、「経営事項評価点数」、「技術評価点数」の略称です。

注）　２　　等級区分のある工事種別に資格を有している場合は、該当する等級を表示し、等級区分のない工事種別について資格を有している場合
　　　　　は「〇」を表示しています。

注）　３　　この有資格者名簿における建設業者等の「等級」、「順位」、「総合点数」、「経営事項評価点数」、「技術評価点数」は、国土交通省が一般
　　　　　競争（指名競争）参加資格申請に基づき認定したものであり、当該建設業者等の社会的な評価を示すものではありません。



   

 

様式１－３ 

有効年月日：平成１３年４月１日から 〇〇地方整備局　　　　　　　　ア　　　　

商 号 又 は 名 称

代 表 者 名

住 所

一

般

土

木

工

事

港

湾

土

木

工

事

し

ゅ

ん

せ

つ

工

事

舗

装

工

事

建

築

工

事

電

気

工

事

専

門

工

事

等　　　級

順　　　位

総　　　合

客　　　観

特　　　別

等　　　級

順　　　位

総　　　合

客　　　観

特　　　別

等　　　級

順　　　位

総　　　合

客　　　観

特　　　別

等　　　級

順　　　位

総　　　合

客　　　観

特　　　別

等　　　級

順　　　位

総　　　合

客　　　観

特　　　別

等　　　級

順　　　位

総　　　合

客　　　観

特　　　別

等　　　級

順　　　位

総　　　合

客　　　観

特　　　別

注）　４　　「専門工事」とは、大工、左官、とび・土工・コンクリート、石、屋根、管、タイル・れんが・ブロック、鋼構造物、鉄筋、板金、ガ

　　　　　ラス、塗装、防水、内装仕上、機械器具設置、熱絶縁、電気通信、造園、さく井、建具、水道施設、消防施設、清掃施設の各

　　　　　工事のうちの希望工種です。

有　資　格　業　者　索　引　名　簿

注）　１　　「総合」、「経営事項評価」、「技術評価」は、それぞれ「総合点数」、「経営事項評価点数」、「技術評価点数」の略称です。

注）　２　　等級区分のある工事種別に資格を有している場合は、該当する等級を表示し、等級区分のない工事種別について資格を

　　　　　有している場合は「〇」を表示しています。

注）　３　　この有資格者名簿における建設業者等の「等級」、「順位」、「総合点数」、「経営事項評価点数」、「技術評価点数」は、国

　　　　　土交通省が一般競争（指名競争）参加資格申請に基づき認定したものであり、当該建設業者等の社会的な評価を示すもの

　　　　　ではありません。

 

 

 

  



   

 

［様式２］ 

 

競争参加資格確認結果通知書 

 

１ 工事名 

２ 所属事務所 

３ 入札公告日 

４ 競争参加資格確認結果通知期限日 

 

資格確認申請書 資格の有無 資格がないと認めた理由 

   

   

   

   

   

   

   
 
（備考）１ 「資格の有無」の欄には、資格があると認めた場合には「有」と記載し、資格

がないと認めた場合には「無」と記載すること。 

２ 「資格がないと認めた理由」の欄には、入札公告において示した「競争に参

加する者に必要な資格に関する事項」のどの事項を満たさなかったのかを記載

すること。 

 

  



   

 

［標準様式例１］技術審査基準 

 

指名競争入札における指名業者審査基準 

評価項目 選定における着目点 

①不誠実な行為 

 

贈賄及び不正行為等に基づく指名停止の有無。その他警察からの排除要請、虚

偽の技術資料の提出等 

②経営状況 取引停止の事実や不渡り情報等 

③安全管理 

 

事故等に基づく指名停止の有無その他労働基準監督署の指導を受け改善を行っ

ていない等 

④労働福祉 賃金不払い等による労働基準監督署からの通報があり改善がない等 

⑤経営事項 経営事項審査の有効期限切れている 

⑥地域特性 ○○地域内の営業拠点の存在 

［評価］ 

１）指名基準の欠格要件（①～⑤）に該当する場合には、事前に除外する。 

２）項目⑥の地域特性は、原則として○○地域内に営業拠点（当該工種を施工できる建設

業法 

の許可を有する本社、支店、営業所等）の存在する建設業者とする。 

評価項目 

 

選定における着目点 

 

評 価 

Ａ Ｂ Ｃ 

⑦手持工事の状

況 

当該年度の当該工種施工額÷過去○年度間の当該工種平均施工額  

 

 

 

 

 

⑧施工実績 

 

 

 

 

過去○年間の同種又は類似工事の施工実績 

（地域を問わない） 

 

 

 

 

 

 

過去○年間の近隣地域内工事の施工実績 

（発注機関を問わない） 

 

 

 

 

 

 

同種又は類似の施工条件（市街地、降雪地等）    

⑨技術者 

 

配置予定技術者の同種又は類似工事の施工実績    

配置予定技術者の資格    

⑩当該年度指名

回数 

参加希望業者（欠格業者除く）の平均指名回数を算定。当該年度

の当該工種指名回数 

 

 

 

 

 

 

⑪工事成績 

 

 

 

整備局管内直轄での過去○年間（度）間の全工種の平均点    

過去○年度間の表彰    

平均点が○○点未満    

「工事成績評価」    

⑫安全管理 安全管理措置の不適切により生じた公衆損害事故、工事関係事故    



   

 

 に関して評価を行う    

⑬その他 その他の事項    

総合評価 評価項目⑦～⑬での「Ａ」の数等で順位付けを行う。  

 

 

［標準様式例２－１］ 

 

○○地方整備局 入札監視委員会 審議概要 

開催日及び場所 ○○年○月○日（○）  ○○地方整備局会議室 

委員 

 

ＡＡ ＡＡ（大学教授） ＢＢ ＢＢ（弁護士） ＣＣ（大学教授） 

ＤＤ ＤＤ（経済団体理事） ＥＥ ＥＥ（大学教授） 

審議対象期間 ○○年○月○日～○○年○月○日 

抽出案件 総件数   ○○件  （備考） 

 

 

 

 

一般競争 ○件 

工事希望型指名競争 ○件 

通常指名競争 ○件 

随意契約 ○件 

 

委員からの意見・質

問、それに対する回

答等 

意見・質問 回答 

（意見・質問は逐一できるだけ詳

細に記述すること） 

 

（回答は逐一できるだけ詳細に記述

すること） 

 

委員会による意見の

具申又は勧告の内容 

 

 



   

 

［標準様式例２－２］ 

 

○○地方整備局 入札監視委員会苦情処理会議 審議概要 

開催日及び場所 ○○年○月○日（○）  ○○地方整備局会議室 

委員 

 

ＡＡ ＡＡ（大学教授） ＢＢ ＢＢ（弁護士） ＣＣ（大学教授） 

ＤＤ ＤＤ（経済団体理事） ＥＥ ＥＥ（大学教授） 

審議対象期間 ○○年○月○日～○○年○月○日 

苦情対象工事件数 総件数   ○○件  （備考） 

 

 

 

 

一般競争 ○件 

工事希望型指名競争 ○件 

通常指名競争 ○件 

随意契約 ○件 

再苦情申立概要 

 

 

 

 

 

 

 申立日 件 名 契約方式 内容等 

(1) 

 

Ｈ〇.〇.〇 

 

○○高架橋本線上

部工第３工区工事 

一般競争 

 

 

 

(2) 

 

Ｈ〇.〇.〇 

 

○○地区光ケーブ

ル敷設工事 

指名競争 

 

 

 

(3) 

 

Ｈ〇.〇.〇 

 

○○用水樋管改築

受託工事 

随意契約 

 

 

 

 

委員からの意見・質

問、それに対する回

答等 

意見・質問 回答 

（意見・質問は逐一できるだけ詳

細に記述するのが望ましい） 

 

（回答は逐一できるだけ詳細に記述

するのが望ましい） 

 

委員会による意見の

具申又は勧告の内容 

 

 

 

  



   

 

［標準様式例３］ 

 

 

指名停止措置の概要 

１．指名停止措置業者名： ○○建設（株） 

業者の住所： ○○県○○市○○町○―○―○ 

２．指名停止措置期間 ： ○○年○月○日～○○年○月○日 

（○ヶ月間） 

３．指名停止措置の範囲： ○○地方整備局管内 

４．事実概要 

○○建設（株）代表取締役が、○○県発注の○○工事の受注にからみ、同県○○部長に百

万円の賄賂を贈ったとして、贈賄の容疑で○○県警捜査第二課と○○署に逮捕された。 

５．指名停止措置理由 

当該業者たる○○建設（株）の代表取締役が贈賄容疑で逮捕されたことは、「地方支分

部局所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」（昭和５９年３月２９日付け建設

省厚第９１号。以下「指名停止措置要領」という。）別表第２第３号イ（下記参照）に該

当する。 

従って、本件については、指名停止○カ月を適用する。 

＜指名停止措置要領別表第２＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措  置  要  件 期  間  

 

 

 

 

 

 

 

 

１・２ 略 

３ 次のイ、ロ又はハに掲げる者が、当該地方支

分部局の所管する区域内の他の公共機関の職員

に対して行った贈収賄容疑により逮捕され又は

逮捕を経ないで公訴を提起されたとき。 

イ 代表役員等 

ロ・ハ 略 

４～１０ 略 

 

 

 

 

 

３ヶ月以上９ヶ月以内 

略 

略 

 

 

○ 問い合わせ先 

 

 

 

  



   

 

［標準様式４］ 

低入札価格調査の実施概要 
 

工事名：○○地区改良工事                      ○○地方整備局 
調査を実施した業者名、住所：                            
 
 

項       目 
 

内         容 
 
１．その価格により入札した
理由※ 

 
 
 

 
２．契約対象工事附近におけ
る手持工事の状況 

 
 
 

 
３．契約対象工事に関連する
手持工事の状況 

 
 
 

 
４．契約対象工事箇所と入札
者の事業所、倉庫等との関
連（地理的条件） 

 
 
 
 

 
５．手持資材の状況 

 
 

 
６．資材購入先及び購入先と
入札者との関係 

 
 
 

 
７．手持機械数の状況 

 
 

 
８．労務者の具体的供給見通
し 

 
 
 

 
９．過去に施工した公共工事
名及び発注者 

 
 
 

 
１０．経営内容 

 
 

 
１１．１から１０までの事情
聴取した結果についての調
査検討 

 
 
 
 

 
１２．９の公共工事の成績の
状況 

 
 
 

 
１３．経営状況 

 
＜公表しないこととする＞ 

 
１４．信用状態 
 
 
 

 
①建設業違反の有無 
②賃金不払いの状況 
③下請け代金の支払遅延状況 
④その他 

 
１５．その他の必要な事項 

 
※建設副産物が発生する工事については、建設副産物の搬出予定



   

 

 
 

が適切かどうか等を明記するものとする。 
 

※ 低入札事務手続通達第４①の規定により必要に応じ徴した入札価格の内訳書を添付 

 

 

［標準様式５］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．件名 〇〇〇〇工事 執行員

２．所属事務所 〇〇〇〇工事事務所 立会人

３．入札日時 〇〇年〇月〇〇日　　　〇〇時〇〇分

業者名
基礎点＋
　加算点

第１回
入札価格

評価値
評価値≧

基準評価値
第２回

入札価格
評価値≧

基準評価値
備　考 適　用

  予定価格

  調査基準価格

  基準評価額

〇〇，〇〇〇千円

〇〇，〇〇〇千円

〇〇．〇〇〇

価格以外の
入札項目
（例：工事
の期間）

評価値

入札調書（総合評価落札方式）



   

 

［標準様式例６－１］ 

 

契約の内容 

契約年月日 ○○年○月○日 

契約業者名 ○○建設（株）○○支店 

契約業者の住所 ○○市○○町○－○－○ 

工事の名称 ○○道路○○トンネル工事 

工事場所 ○○県○○市○○～○○地先 

工事種別 一般土木 

工事概要 

 

 

 

 

工事延長Ｌ＝○○○ｍ 

道路工（堀削工○○㎡、路体路床盛土工○○ｍ）、擁壁工（補強土壁工Ｈ

＝○○～○○ｍ Ｌ＝○○ｍ）、函渠工（○×○ｍ Ｌ＝○○ｍ）、小型

水路工Ｌ＝○○ｍ、トンネル工（ＮＡＴＭ○○㎡ Ｌ＝○○ｍ）、仮設工

一式 

工期（自） ○○年○月○日 

工期（至） ○○年○月○日 

契約金額 ○○○，○○○，○○○円（税込み） 

 

  



   

 

［標準様式例６－２］ 

 

（第○回、最終）契約変更の内容 ※１ 

契約変更年月日 ○○年○月○日 

契約業者名 ○○建設（株）○○支店 

契約業者の住所 ○○市○○町○－○－○ 

工事の名称 ○○道路○○トンネル工事 

工事場所 ○○県○○市○○～○○地先 

工事種別 一般土木 

工事概要 

（変更した内容につ

いて記述する） 

 

 

工事延長Ｌ＝○○○ｍ 

道路工（堀削工□□㎡、路体路床盛土工□□ｍ）、擁壁工（補強土壁工

Ｈ＝○○～○○ｍ Ｌ＝○○ｍ）、函渠工（○×○ｍ Ｌ＝○○ｍ）、

小型水路工Ｌ＝○○ｍ、トンネル工（ＮＡＴＭ○○㎡ Ｌ＝○○ｍ）、

仮設工一式 

工期（自） ○○年○月○日 

工期（至） ○○年○月○日 

変更前の契約金額 ○○○，○○○，○○○円（税込み） 

変更金額 ＋（－）○，○○○円（税込み） 

変更後の契約金額 ○○○，○○○，○○○円（税込み） 

変更理由 ※２ 

 

 

 

 

 

 

例１ 渇水により河川の水質汚濁が危惧されたため、濁水処理設備を追加

した。 

例２ 支持地盤の強度不足が判明したため、基礎工の構造を変更した。 

例３ 掘削時に地下水の湧水が予想以上に多く、ウェルポイント工法を追

加した。 

例４ 予期せぬ河川の増水のため施工ができず、工期等が延長となったた

め。 

例５ 工事請負契約書第26条第５項に基づく請負代金額の変更のため。 

（単品スライドによる変更） 

  材料名：生コンクリート 

※１ （第○回、最終）は、途中変更契約の場合は「第○回」に○印をつけ変更の回数を記入

する。最終変更の場合は「最終」に○印を付ける。 

※２ 工事請負契約書第26条（スライド条項）に基づく契約変更の場合は、変更理由の欄に、

適用した同条第１項（全体スライド）、第５項（単品スライド）又は第６項（インフレス

ライド）の別及び同条第５項（単品スライド）を適用した場合にあっては対象となった材

料名を記載すること。 



   

 

［標準様式例６－３］ 

 

随意契約結果及び契約の内容 

工事の名称 ○○災害復旧工事 

工事概要 

 

 

 

 

工事延長Ｌ＝○○○ｍ 

道路工（堀削工〇〇㎡、路体路床盛土工〇〇ｍ）、擁壁工（補強土壁工

Ｈ＝○○～○○ｍ Ｌ＝○○ｍ）、函渠工（○×○ｍ Ｌ＝○○ｍ）、

小型水路工Ｌ＝○○ｍ、トンネル工（ＮＡＴＭ○○㎡ Ｌ＝○○ｍ）、

仮設工一式 

契約担当官等の氏名

並びにその所属する

部局の名称及び所在

地 

支出負担行為担当官○○地方整備局長○○ ○○ 

○○県○○市○○町○○－○○ 

 

 

契約年月日 ○○年○月○日 

契約業者名 ○○建設（株） 

契約業者の住所 ○○市○○市町○－○－○ 

契約金額 ○○○，○○○，○○○円（税込み） 

予定価格 ○○○，○○○，○○○円（税込み） 

随意契約によること

とした理由 

 

 

工事場所 ○○県○○市○○～○○地先 

工事種別 一般土木 

工期（自） ○○年○月○日 

工期（至） ○○年○月○日 

備考  

備考 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価を記載するとと

もに、備考欄に単価契約である旨及び契約単価に予定調達数量を乗じた額を記載する。 

 

 

  



   

 

［標準様式例７］ 

 

１．通常指名競争入札 

 

① 対象工事名   ： ○○○○○○工事 

② 入札日     ： 平成○○年○○月○○日 

③ 工種      ： 一般土木 

④ 対象工事の条件 ： Ｃ等級 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指名基準 評価項目 対象業者数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△△地方整備局有資格業者 Ｃ等級 ▲▲▲▲社 

１．不誠実な行為の有無 ①指名停止期間中でない ○○○○社 

２．当該工事に対する地理的条件 

 

 

①本店、支店又は営業所の所在地が○○

県内 

×××社 

 

②○○地域における施工実績を有する △△社 

３．当該工事施工についての技術

的適正 

①同種工事 

（○○工事、規模○○○ｍ以上） 

□□社 

 

・・・・・・ ・・・・・・・ ・・社 

○．・・・・・・ ・・・・・・・ １０社 

 

※ 指名基準及び評価項目の内容及び絞り込みの順番等については、各地方整備局の実

態に即して設定できる。 

途中段階あるいは最終１０社への絞り込みにおいて、総合的評価を実施した場合に

は、下記の評価表により公表してもよい。 

指名基準 

 

評価項目 

 

Ａ 

社 

Ｂ 

社 

Ｃ 

社 

・ 

・ 

Ｌ 

社 

１．審査基準日以降における

工事成績 

①工事成績 

 

Ａ 

 

Ａ 

 

Ｂ 

 

・ 

 

Ｂ 

 

２．手持ち工事の状況 

 

①地方整備局内手持ち工

事契約額／５年間の平均

施工額 

Ｂ 

 

Ａ 

 

Ａ 

 

・ 

 

Ｂ 

 

・・・・・・ ・・・・・・・ ・ ・ ・ ・ ・ 

評価結果 

 

３Ａ 

１Ｂ 

２Ａ 

２Ｂ 

２Ａ 

２Ｂ 

・ 

・ 

 

４Ｂ 

順位 １ ２ ２ ・ １３ 

※ 上記の評価表における業者名はすべて匿名。 



   

 

評価表は、各地方整備局において運用している様式（評価表もしくは審査表等）でもよ

い。 

 

２．通常指名競争入札 

上記１．の組み合わせによる。 

 

  



   

 

附則の次に別表として次の別表Ⅰ－（１）から別表Ⅰ－（４）まで及び別表Ⅱ－

（１）から別表Ⅱ－（４）までを加える。 

別表Ⅰ－（１）各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 通則的事項 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑴ ①  競争参加資格 それを定め又は

作成した後速や

かに 

 

変更した場合に

あっては、変更

後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

資格及び名

簿等が有効

である期間

中 

② 有資格業者名簿（様式１－１） 

有資格業者索引名簿（様式１－２） 

「工事請負業者の資格を定める場合の

総合点数の算定要領」（昭和４１年１

２月２３日付け建設省厚第７９号） 

③ 選定要領第１６（指名基準） 常時 

「入札･契約手続のより一層の透明性･

競争性の確保について」（平成５年５

月３１日建設省厚発第１７７号）中別

紙（指名基準の運用基準） 

各地方整備局ごとに定めている技術審

査基準（標準様式例１） 

指名停止措置要領 

「工事請負契約に係る指名停止等の措

置要領の運用基準について」（平成３

年５月１８日付け建設省厚発第１７２

号） 

各地方整備局ごとに定めている工事事

故に係る指名停止措置期間運用基準 

④ 「予算決算及び会計令第85条の基準の

取扱いに関する事務手続について」（

平成１６年６月１０日付け国官会第３

６８号。以下「低入札事務手続通達」

という。） 

「低入札価格調査制度対象工事に係る

重点調査の試行について」（平成１２

年１２月１２日付け建設省会発第７７

３号、建設省厚契発第４４号、建設省

技調発第１９３号、建設省営計発第１

５９号）別添（低入札価格調査マニュ



   

 

アル（重点調査用）） 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達 

「入札監視委員会の運用上の留意点に

ついて」（平成１３年３月３０日付け

国官地第３０号、国官技第８１号、国

営計第６７号） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及

び職業（標準様式例２－１、標準様式

例２－２） 

毎年度当初の委

員会開催後速や

かに 

 

委員の変更のあ

った場合には、

その直近の委員

会の開催後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

入札監視委

員会の審議

が行われた

日の属する

年度の翌年

度まで 

入札監視委員会における審議の概要及

びその他の必要な資料（標準様式例２

－１、標準様式例２－２） 

当該審議のあっ

た入札監視委員

会の開催後速や

かに 

⑧ 「地方整備局請負工事監督検査事務処

理要領」（昭和４２年３月３０日付け

建設省厚第２１号） 

それを定めた後

速やかに 

 

変更した場合に

あっては、変更

後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

常時 

「地方整備局工事技術検査要領につい

て」（昭和４２年３月３０日付け建設

省官技第１３号） 

「土木工事監督技術基準（案）」（平

成１５年３月３１日付け国官技発第３

４５号） 

「地方整備局営繕工事監督技術基準（

案）」（平成２９年３月２８日付け国

営整第２４１号） 

「地方整備局土木工事検査技術基準（

案）」（平成３０年４月２日付け国官

技第３２５号） 

「地方整備局土木工事技術検査基準（



   

 

案）」（平成１８年３月３１日付け国

官技第２８３号） 

「地方整備局営繕工事検査基準（案）

」（平成１８年５月９日付け国営設第

９号） 

「地方整備局営繕工事技術検査基準（

案）」（平成１８年５月９日付け国営

設第１０号） 

「監督技術マニュアル（案）」（平成

１８年１月１８日付け事務連絡） 

「検査技術マニュアル（案）」（平成

１５年４月２日付け事務連絡） 

「工事現場における施工体制の点検要

領の運用について」（平成１３年３月

３０日付け国官地第２３号、国官技第

６９号、国営計第８０号） 

「低入札価格調査制度調査対象工事に

係る監督体制等の強化について」（平

成６年３月３０日付け建設省厚発第１

２６号、建設省技調発第７２号、建設

省営監発第１３号） 

⑨ 「請負工事成績評定要領の制定につい

て」（平成１３年３月３０日付け国官

技第92号） 

「請負工事成績評定要領の運用につい

て」（平成１３年３月３０日付け国官

技第９３号） 

「営繕工事に係る請負工事成績評定要

領の運用について」（平成１３年３月

３０日付け国営技第３２号） 

⑩ 指名停止措置の対象となった業者名（

標準様式例３） 

当該措置を行っ

た後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

当該措置を

行った日の

属する年度

の翌々年度

まで 

指名停止措置期間（標準様式例３） 

指名停止措置理由等（標準様式例３） 



   

 

⑪ 「談合情報対応マニュアル等の改正に

ついて」（平成２２年９月３０日付け

国地契第３１号）別添２（談合情報対

応マニュアル） 

それを定めた後

速やかに 

 

変更した場合に

あっては、変更

後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

常時 

⑫ 「直轄工事における共同企業体の取扱

いについて」（昭和６３年６月１日付

け建設省厚発第１７６号） 

「直轄工事における特定建設工事共同

企業体の運用について」（平成１５年

５月２６日付け国地契第３０号、国官

技第５７号、国営計第４５号） 

「直轄工事における経常建設共同企業

体の運用について」（平成９年９月１

９日付け建設省厚契発第３９号、建設

省技調発第１６０号、建設省営計発第

８３号） 

「直轄工事における地域維持型建設共

同企業体の取扱いについて」（平成２

４年６月２７日付け国地契第１８号、

国官技第７６号、国営計第３８号、国

港総第１３１号、国港技第３１号、国

北予第１６号） 

「直轄工事における地域維持型建設共

同企業体の運用について」（平成２４

年６月２７日付け国地契第１９号、国

官技第７７号、国営計第３９号、国港

総第１３２号、国港技第３２号、国北

予第１７号） 

「直轄工事における復旧・復興建設工

事共同企業体の取扱いについて」（令

和５年３月２９日付け国会公契第４６

号、国官技第３８５号、国営管第６５

２号、国営計第１８５号、国港総第７

４６号、国港技第１３７号、国北予第

５１号） 

「異工種建設工事共同企業体の取扱い

について」（平成１３年１１月３０日

付け国地契第４０号、国官技第２５９



   

 

号、国営計第１５５号） 

「大手企業連携型建設共同企業体の取

扱いについて」（平成１４年７月１日

付け国地契第２７号、国官技第７７号

、国営計第４６号） 

 

 

別表Ⅰ－（２）各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 一般競争に付した場合 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑵ ①  一般競争参加資格 入札公告時 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加

資格確認資料を提出した業者名 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

③ 一般競争手続通達記９の規定により、

一般競争参加資格がないと認めた業者

名及びその理由（様式２） 

④ 予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

⑤ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ロ) 工事設計書 契約締結後速やか

に 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については、

単価合意後速やか

に 

⑥ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調 契約締結後速やか 原則として



   

 

査の結果の概要（低入札価格調査を実

施した業者名を含む。以下同じ。）（

標準様式例４） 

に ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第８９条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑦  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用するものとする。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

予決令第９９条の２又は第９９の３の

規定により随意契約によることとした

場合において、契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第９９条の２又は第９９の３の

規定により随意契約によることとした

場合において、契約金額（消費税及び

地方消費税相当額を除いたものをいう

。以下同じ。） 

契約金額の決定後

速やかに 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

入札公告時 原則として

ホ－ムペ－

ジ上又は入

札情報サ－

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例５） 

落札者決定後速や

かに 

⑨ ＷＴＯ対象工事において、競争参加資

格がないと認められた者からその説明

を求められた場合の書面及びそれに対

する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

ＷＴＯ対象工事以外の工事において、



   

 

苦情処理申立て書面及び苦情処理回答

書面 

⑩ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－１） 

契約締結後速やか

に 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

１） 

ロ) 工事の名称（標準様式例６－１） 

工事の場所（標準様式例６－１） 

工事の種別（標準様式例６－１） 

工事の概要（標準様式例６－１） 

工期（標準様式例６－１） 

契約金額（標準様式例６－１） 

⑪  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の概要（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑫ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知をした日

の属する年

度の翌年度

⑬ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信

後速やかに 



   

 

まで 

 

別表Ⅰ－（３）各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 指名競争に付した場合 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑶ ①  工事の名称 指名通知後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

工事の種別 

工事の入札予定年月日 

工事の等級区分 

② 指名業者名 落札者決定後速や

かに 指名業者の選定過程（標準様式例７） 

③ 予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

④ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ロ) 工事設計書 契約の締結後速や

かに 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については単

価合意後速やかに 

⑤ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例４） 

契約の締結後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第８９条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 



   

 

ヘ) 予決令第８９条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑥  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用する。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

予決令第９９条の２又は第９９条の３

の規定により随意契約によることとし

た場合において、契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第９９条の２又は第９９条の３

の規定により随意契約によることとし

た場合において、契約金額。 

契約金額の決定後

速やかに 

⑦ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例５） 

⑧ 苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

⑨ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－１） 

契約の締結後速や

かに 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

１） 

ロ) 工事の名称（標準様式例６－１） 

工事の場所（標準様式例６－１） 

工事の種別（標準様式例６－１） 

工事の概要（標準様式例６－１） 

工期（標準様式例６－１） 

契約金額（標準様式例６－１） 

⑩  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし



   

 

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の概要（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑪ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑫ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅰ－（４）各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 随意契約による場合 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑷ ① イ) 工事の名称（標準様式例６－３） 契約の締結後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

工事概要（標準様式例６－３） 

ロ) 契約担当官等の氏名（標準様式例６－

３） 

契約担当官の所属する部局の名称（標

準様式例６－３） 

契約担当官の所属する部局の所在地（

標準様式例６－３） 

ハ) 契約を締結した日（標準様式例６－３

） 

ニ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－３） 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

３） 

ホ) 契約金額（標準様式例６－３） 



   

 

ヘ) 予定価格（標準様式例６－３） 

ト) 随意契約によることとした理由（標準

様式例６－３） 

チ) 工事の場所（標準様式例６－３） 

工事の種別（標準様式例６－３） 

工期（標準様式例６－３） 

② イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ロ) 工事設計書 契約の締結後速や

かに 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については、

単価合意後速やか

に 

③  苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事概要（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑤ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績



   

 

⑥ 工事成績評定点通知書に関し通知を受

けた者からその説明を求められた場合

の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

 

別表Ⅱ－（１）各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 通則的事項 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑴ ①  競争参加資格 それを定め又は作

成した後速やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

資格及び名簿

等が有効であ

る期間中 
② 有資格業者名簿（様式１－１） 

有資格業者索引名簿（様式１－３） 

「数値の算定及び等級の格付け要領」

（昭和５５年１２月１日付け港管第３

７２２号） 

「「数値の算定及び等級の格付け要領

」及び「港湾建設局施工直轄工事にお

ける共同企業体の取扱いについて」の

一部改正に伴う取扱いについて」（平

成９年９月１日付け港管第２１３８号

） 

③ 取扱要領第１７条（工事の指名基準） 常時 

「運輸省が発注する工事請負契約に係

る事務の適正化について」（平成５年

６月２１日付け港管第１５００号）中

別紙（指名基準の運用） 

各地方整備局ごとに定めている技術審

査基準（標準様式例１） 

指名停止措置要領 

④ 低入札事務手続通達 

「低入札価格調査制度対象工事に係る

重点調査の実施について」（平成１８

年５月１日付け国港総第１１１－２号

、国港建第３５－２号）別添（低入札

価格調査マニュアル（重点調査用）） 



   

 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達 

「入札監視委員会の運営上の留意点に

ついて」（平成１３年３月３０日付け

国港管第５５９号、国港建第１１５号

） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及

び職業（標準様式例２－１、標準様式

例２－２） 

毎年度当初の委員

会開催後速やかに 

 

委員の変更のあっ

た場合には、その

直近の委員会の開

催後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

入札監視委員

会の審議が行

われた日の属

する年度の翌

年度まで 

入札監視委員会における審議の概要及

びその他の必要な資料（標準様式例２

－１、標準様式例２－２） 

当該審議のあった

入札監視委員会の

開催後速やかに 

⑧ 「請負工事監督・検査事務処理要領の

制定について」（平成８年４月１日付

け港管第８７２号） 

それを定めた後速

やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

常時 

「工事現場における施工体制の点検要

領」（平成１３年３月３０日付け国官

地第２２号、国官技第６８号、国営計

第７９号） 

⑨ 「請負工事成績評定要領」（平成１３

年３月３０日付け国港建第１１０号） 

⑩ 指名停止措置の対象となった業者名（

標準様式例３） 

当該措置を行った

速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

当該措置を行

った日の属す

る年度の翌々

年度まで 

指名停止措置期間（標準様式例３） 

指名停止措置理由等（標準様式例３） 

⑪ 「談合情報対応マニュアル等の改正に

ついて」（平成２２年９月３０日付け

国港管第４２５号）別添２（談合情報

対応マニュアル） 

それを定めた後速

やかに 

 

変更した場合にあ

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

常時 



   

 

⑫ 「港湾建設局施行直轄工事における共

同企業体の取扱いについて」（昭和６

３年１２月２７日付け港管第４０８７

号） 

っては、変更後速

やかに 

「直轄工事における特定建設工事共同

企業体の運用について」（平成１５年

９月１６日付け国港管第５５９号、国

港建第１０５号） 

「直轄工事における経常建設共同企業

体の取扱について」（平成９年１０月

１日付け港管第２２５３号、港建第８

２５号） 

「直轄工事における地域維持型建設共

同企業体の取扱いについて」（平成２

４年６月２７日付け国地契第１８号、

国官技第７６号、国営計第３８号、国

港総第１３１号、国港技第３１号、国

北予第１６号） 

「直轄工事における地域維持型建設共

同企業体の運用について」（平成２４

年６月２７日付け国地契第１９号、国

官技第７７号、国営計第３９号、国港

総第１３２号、国港技第３２号、国北

予第１７号） 

「直轄工事における復旧・復興建設工

事共同企業体の取扱いについて」（令

和５年３月２９日付け国会公契第４６

号、国官技第３８５号、国営管第６５

２号、国営計第１８５号、国港総第７

４６号、国港技第１３７号、国北予第

５１号） 

 

別表Ⅱ－（２）各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 一般競争に付した場合 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑵ ①  一般競争参加資格 入札公告時 「入札情報

サービス（

ＰＡＳ）」

上に公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度



   

 

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加

資格確認資料を提出した業者名 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は「

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）」に

公表 

の翌年度ま

で 

③ 一般競争手続通達記９の規定により、

一般競争参加資格がないと認めた業者

名及びその理由（様式２） 

④ 予定価格（税抜き） 「入札情報

サービス（

ＰＡＳ）上

に公表 

⑤ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は「

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）」上

に公表 

ロ) 工事設計書 契約締結後速やか

に 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については、

単価合意後速やか

に 

⑥ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

「入札情報

サービス（

ＰＡＳ）」

上に公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例４） 

契約締結後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は「

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）」上

に公表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第８９条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第８９条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 



   

 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑦  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用するものとする。） 

落札者決定後速や

かに 

「入札情報

サービス（

ＰＡＳ）」

上に公表 

予決令第９９条の２又は第９９条の３

の規定により随意契約によることとし

た場合においては契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第９９条の２又は第９９条の３

の規定により随意契約によることとし

た場合において、契約金額 

契約金額の決定後

速やかに 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

入札公告時 原則とし

てホーム

ページ上

又は「入

札情報サ

ービス（

ＰＡＳ）

」上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例５） 

落札者決定後速や

かに 

⑨ ＷＴＯ対象工事において、競争参加資

格がないと認められた者からその説明

を求められた場合の書面及びそれに対

する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

ＷＴＯ対象工事以外の工事において、

苦情処理申立て書面及び苦情処理回答

書面 

⑩ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－１） 

契約締結後速やか

に 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

１） 

ロ) 工事の名称（標準様式例６－１） 

工事の場所（標準様式例６－１） 

工事の種別（標準様式例６－１） 

工事の概要（標準様式例６－１） 

工期（標準様式例６－１） 

契約金額（標準様式例６－１） 

⑪  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－



   

 

２） で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の概要（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑫ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑬ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信

後速やかに 

 

別表Ⅱ－（３）各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 指名競争に付した場合 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑶ ①  工事の名称 指名通知後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

工事の種別 

工事の入札予定年月日 

工事の等級区分 

② 指名業者名 落札者決定後速や

かに 指名業者の選定過程（標準様式例７） 

③ 予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

④ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペーロ) 工事設計書 契約の締結後速や



   

 

かに 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については単

価合意後速やかに 

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

⑤ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例４） 

契約の締結後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第８９条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第８９条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑥  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用する。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

予決令第９９条の２又は第99条の３の

規定により随意契約によることとした

場合において、契約の相手方。 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第９９条の２又は第99条の３の

規定により随意契約によることとした

場合において、契約金額。 

契約金額の決定後

速やかに 

⑦ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー



   

 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例５） 

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

⑧ 苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

⑨ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－１） 

契約の締結後速や

かに 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

１） 

ロ) 工事の名称（標準様式例６－１） 

工事の場所（標準様式例６－１） 

工事の種別（標準様式例６－１） 

工事の概要（標準様式例６－１） 

工期（標準様式例６－１） 

契約金額（標準様式例６－１） 

⑩  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の概要（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑪ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

⑫ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

回答書面の発信後

速やかに 



   

 

合の書面及びそれに対する回答の書面 属する年度

の翌年度ま

で 

 

別表Ⅱ－（４）各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 随意契約による場合 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑷ ① イ) 工事の名称（標準様式例６－３） 契約の締結後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

工事概要（標準様式例６－３） 

ロ) 契約担当官等の氏名（標準様式例６－

３） 

契約担当官の所属する部局の名称（標

準様式例６－３） 

契約担当官の所属する部局の所在地（

標準様式例６－３） 

ハ) 契約を締結した日（標準様式例６－３

） 

ニ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－３） 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

３） 

ホ) 契約金額（標準様式例６－３） 

ヘ) 予定価格（標準様式例６－３） 

ト) 随意契約によることとした理由（標準

様式例６－３） 

チ) 工事の場所（標準様式例６－３） 

工事の種別（標準様式例６－３） 

工期（標準様式例６－３） 

② イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

ロ) 工事設計書 契約の締結後速や

かに 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については、

単価合意後速やか

に 

③  苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 



   

 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事概要（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑤ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑥ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

 


